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平成３０年度事業計画の認可申請について 

 

 

 日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）は、平成３０年度事業計画について、本日、次のとおり

総務大臣に認可申請を行いました。 

 

 

 

携帯電話サービスのトピックスとして新規参入、ＭＮＰに伴う競争激化を追加。 

また、固定電話減少の要因が、直収電話サービスよりも光ＩＰ電話の方が大きくなってきてい

ることから、記述を変更。 

H18：光アクセスサービスを中心としたブロードバンドサービスの急速な拡大、携帯電話サ

ービスの多様化・高度化、及び直収電話サービスの本格的な展開等による競争激化 

H19：光アクセスサービスを中心としたブロードバンドサービスの急速な拡大と、それに伴

う既存固定電話から光ＩＰ電話への移行の進展、携帯電話サービスの多様化・高度化

及び新規参入や携帯電話番号ポータビリティの開始に伴う競争激化、 

 
本件に関するお問合わせ先 

  経営企画部門 事業計画担当 

 Ｔｅｌ：03-6838-5151 

  E-Mail : jigyou@hco.ntt.co.jp 
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情報通信については、ＦＴＴＨやＬＴＥなどのブロードバンド通信環境の充実やスマ

ートフォン・タブレット等の普及・浸透に加え、クラウドコンピューティングの利用拡大

や、ＡＩ、ビッグデータ、ＩｏＴ等の新たな技術が急速に進展している。これらに伴い、

さまざまなデータが蓄積され、その利用環境の整備を図ることにより、データの分

析・活用が進み、人々の生活における利便性や各産業における効率性の向上など

幅広い分野で新たな価値の創造・提供が可能となっている。 

こうした情報通信市場においては、様々な事業者が既存の業種・業態の枠組み

を超えた連携により、ＩＣＴの利活用を通じ、東京 2020 オリンピック・パラリンピックに

向け、またそれ以降の持続的な経済成長、地方創生への寄与、少子高齢化などの

社会的課題の解決のためにも、多様で革新的な新規サービスの創出に努めてきて

いる。 

一方で、高度化・複雑化するサイバーセキュリティ上の脅威や災害対策への取り

組み強化など、安心安全な社会システムの運営及び豊かな国民生活の実現に向

けた情報通信の役割はより重要となってきている。 

 

当社は、このような情報通信をとりまく環境の中で、ユニバーサルサービスの確

保に寄与するため、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社 （以

下、 「東西地域会社」 という。） に対する必要な助言、あっせん、その他の援助を

行うとともに、情報通信の基盤となる電気通信技術に関する研究開発の推進に努

めていく考えである。 

また、平成２４年１１月に発表し、平成２７年５月に改定した中期経営戦略「新たな

ステージをめざして２．０」を踏まえ、引き続き東西地域会社をはじめとするグルー
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プ各社がお客様に選ばれ続ける「バリューパートナー」をめざして自らのビジネスモ

デルを変革するとともに、様々なサービス提供プレイヤーとのコラボレーションを図

り、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルを推進していく。 

その取り組みにおいては、現行法の枠組みの下で公正競争条件を確保して進め

ていく考えである。 

これらに加え、積極的なグローバル事業の展開、ネットワークサービスの収益力

強化により、企業価値の向上を図るとともに、グループ全体の発展に向けた経営を

推進していく考えである。 

 

平成３０年度の事業経営にあたっては、この基本的な考え方に基づき、グローバ

ル事業の積極的な展開、ネットワークサービスの収益力強化に加えて、様々な産

業分野の事業者とのコラボレーションを通じて新たな価値創造の好循環を生み出

す取り組みであるＢ２Ｂ２Ｘモデルを推進していくことにより、持続的な事業成長を

図っていくと共に、業界の垣根を越えた社会全体のデジタルトランスフォーメーショ

ンに貢献していく。    

また、先進的なブロードバンドネットワークの構築や多彩なサービスの提供に加

えて、オープンイノベーションを継続・強化し、新たなビジネスモデルを支える技術

や人材を生み出す研究開発活動により、将来にわたって安定した事業の発展を期

するとともに、これらの成果をお客様、株主の皆様及び社会に還元できるよう努め

ることとする。 

  

平成３０年度事業計画においては、以上の考え方をふまえ、次の項目に重点をお



 - 3 -

いて事業経営を行うこととし、その遂行にあたっては経営環境の変化に即応しつつ

弾力的に行う。 

 

１．助言・あっせん等 

当社は、東西地域会社に対し、適切な株主権の行使を行うとともに、良質かつ安

定的なユニバーサルサービスの確保に向けて、電気通信ネットワークの品質及び

高度化に係わる企画・調整、天災等非常事態の発生時における統括・調整機能の

発揮、効率的な資金調達の実施及び資材調達の方針策定など、必要な助言、あっ

せん、その他の援助を行っていく。 

あわせて、東西地域会社を含めたグループ各社に対し、事業経営の効率化・事

業機会の拡大などに関する経営支援、グループの中核となる人材の育成支援、 

コンプライアンスの徹底などを実施していく。 

 

２．基盤的研究開発の推進 

ネットワーク基盤技術、新たなサービスやアプリケーションの基盤となる技術、先

端及び基礎的な技術の調和を図りながら、より付加価値の高い研究開発を推進す

るとともに、他研究機関をはじめパートナー企業等と連携したイノベーションや国内

外との技術交流、普及・標準化活動などに引き続き積極的に努めていくこととす

る。 

また、これらの基盤的研究開発については、その成果を活用し継続的な費用負

担に応じる東西地域会社などからの基盤的研究開発収入により、一層の効率化を

図りつつ継続的に実施することとする。 
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具体的には、次の項目について重点的に研究開発を推進する。 

 

（1）インフラ系研究開発 

あらゆるものを「つなぐ」ための情報ネットワーク社会基盤を発展させるために、情

報ネットワークを利用するお客様やサービス事業者の多様なニーズに柔軟に応えら

れる経済性の高いネットワークの実現のための研究開発に取り組む。 

具体的には、汎用装置を組み合わせて柔軟なネットワークを実現する転送系機能

の技術や、ソフトウェアにより需要に応じて柔軟に規模を変更できる高スケール性と

冗長性を持つサーバアーキテクチャ、これらのネットワーク機能の制御技術に加え、

音声ネットワークの IP 化への円滑なマイグレーションに向けた通信技術・装置等に

かかる研究開発を推進する。  

また、重要な社会インフラである通信設備の維持管理に関する技術や災害に強い

ネットワークの構築に資する研究開発、ＩＰ網の特性を活かした音声・映像等の多様

なサービスの融合など異なる領域に適用可能な共通のネットワーク基盤の実現に

向けた研究開発を推進する。 

 

（2）ユーザ系研究開発 

人々の生活をより豊かに快適にする先進的なサービスの創造に向けて、通信技

術とコンピュータ技術を融合した、メディア処理、パーソナライズ、クラウド、セキュリ

ティなどの技術に関する研究開発に取り組む。  

具体的には、メディア同期技術や次世代映像圧縮技術等を複合的に用いた超高

臨場感の映像をリアルタイムに配信する技術、当社の開発したＡＩ技術である「ｃｏｒ
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ｅｖｏ」等を用いてユーザの状況や意図に合わせたサービス提供のためのデータ解

析を行う技術、ＡＩやＩｏＴを支えるセンサーやロボットを連携させるクラウド対応型の

デバイス連携制御プラットフォーム、ＩｏＴの進展に伴う環境変化を見据えた認証・暗

号化やサイバー攻撃対応等のセキュリティ関連技術の研究開発を推進する。 

また、グループ内のセキュリティ技術者を育成すると同時に、産業界全体のスキ

ル向上に向けた他企業や大学などへの支援活動も行っていく。 

 

（3）基礎技術研究開発 

日本の情報通信の創意ある向上と発展に寄与し、将来の情報通信を支える技術

研究における先導的な地位を確保するための基礎技術の研究開発に取り組む。 

具体的には、１Ｔｂｐｓを超える次世代の大容量光伝送基盤の実現を目指した超

高速光伝送技術、光デバイス・集積ナノフォトニクス技術などの研究を推進する。 

また、現状の情報処理能力を凌駕する量子コンピューティング関連技術や、窒化

物半導体・グラフェン等の幅広い先端材料・ナノバイオ等の研究、多様なシーンに

おける人間の感覚・運動・情動メカニズムの科学的解明など、革新的な原理・新コ

ンセプトの研究もあわせて推進する。 

 

以上についての設備投資計画の概要は別表のとおりである。 

 



別表

（単位：億円）

項　　目 所要見込額

1．研　究　施　設 190

2．共　通　施　設　等 30

　　合　　　　計 220

平 成 ３ ０ 年 度 設 備 投 資 計 画
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（添付資料）
平 成 ３ ０ 年 度 収 支 計 画

（単位：億円）

区　            　別 金　　額

経　　常　　損　　益 5,720

　（注）　このうち、基盤的研究開発収入は９８０億円、

　　　　　グループ経営運営収入等は２３０億円である。

　　計 1,550

　　計 7,270

費　用　の　部

営　業　費　用 1,330

営　業　外　費　用 220

別添-１

収　益　の　部

営　業　収　益 7,070

営　業　外　収　益 200

（注）
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（添付資料）
平 成 ３ ０ 年 度 資 金 計 画

（単位：億円）

区　　別 金　　額

資　金　収　入

営　業　的　収　入 6,220

営　業　収　入 6,020

営　業　外　収　入 200

資　本　的　収　入 3,180

長 期 借 入 金 及 び 社 債 1,290

そ の 他 の 資 本 的 収 入 1,890

預　り　消　費　税 110

前 年 度 よ り の 繰 越 金 10

　　　　計 9,520

資　金　支　出

営　業　的　支　出 1,370

営　業　支　出 1,180

営　業　外　支　出 190

資　本　的　支　出 6,360

設　備　投　資 220

そ の 他 の 資 本 的 支 出 6,140

決　算　支　出 1,700

仮　払　消　費　税 80

翌 年 度 へ の 繰 越 金 10

　　　　計 9,520

別添-２
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2018年3月1日 

平成３０年度 事業計画について 



Copyright©2018  日本電信電話株式会社 平成３０年度 事業計画について －1－ 

平成２７年に改定した「新たなステージをめざして２．０」を踏まえ、引き続き

ＮＴＴグループ各社が、お客様に選ばれ続けるバリューパートナーとして、

多彩なサービスの創造やビジネス機会の創出に取り組んでいく。     

加えて、積極的なグローバル事業の展開等により、企業価値の向上を図る

とともに、グループ全体の発展に向けたグループ経営を推進していく。 

平成３０年度は、様々な産業分野とのコラボレーションを通じて新たな価値

創造の好循環を生み出すべくＢ２Ｂ２Ｘモデルを推進し、持続的な事業成長

を図っていくと共に社会全体のデジタルトランスフォーメーションに貢献して

いく。 

また、先進的なブロードバンドネットワークの構築や多彩なサービスの創造

に加えて、オープンイノベーションを継続・強化し、新たなビジネスモデルを

支える技術や人材を生み出す研究開発活動を推進していく。 

１．平成３０年度事業計画の基本的考え方 
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（単位：億円） 

平成29年度 
業績予想 

平成30年度 
計画 

対前年増減 

研究施設 150 190 ＋40 

共通施設等 30 30 － 

設備投資合計 180 220 ＋40 

２．設備投資計画 
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（単位：億円） 

平成29年度 
業績予想 

平成30年度 
計画 対前年増減 

営業収益 6,620 7,070 ＋450 

グループ経営運営収入等 210 230 ＋20 

基盤的研究開発収入 950 980 ＋30 

個別研究受託収入・研究成果移転収入等 110 90 ▲20 

配当金収入 5,350 5,770 ＋420 

営業費用 1,300 1,330 ＋30 

営業利益 5,320 5,740 ＋420 

経常利益 5,290 5,720 ＋430 

○ 収支計画 

平成30年度計画 

資金収入 9,520 （1,290） 

資金支出 9,520 （3,690） 

○ 資金計画 

（）内は長期借入金及び社債等の額 

（単位：億円） 

３．収支計画および資金計画 

－３－ 
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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する

記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・事

実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。 

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うた

めに不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。将来の

予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不確実性

及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性

に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説明会

におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異なる可能

性があります。 



 

 

 
 

 

平成３０年３月１日 

 

 

 

平成３０年度事業計画の認可申請について 

 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）は、平成３０年度事業計画について、

本日、次のとおり総務大臣に認可申請を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

 

経営企画部 経営管理部門 

TEL：03-5359-2997 



 

－1－  

情報通信は社会経済活動に欠くことのできない基盤として、国民生活の利便の向上や

地方創生、企業活動の効率化、新たなビジネスの創出及び産業全般の国際競争力の強化

への貢献が大いに期待されている。 

また、その市場はブロードバンド化・グローバル化の進展、固定と移動の融合、ＡＩ・

ビッグデータ・ＩｏＴの活用やクラウドコンピューティングの進展、スマートフォン・

タブレット型端末等の高速無線・Ｗｉ-Ｆｉ対応端末の浸透、無料の通話やメッセージ

通信を実現するアプリケーションの普及等により、従来の枠組みを超えた構造変化が進

展している。 

地域通信市場についても、光アクセスを基盤としたサービス競争の激化、多様な無線

端末を利用した新たなサービスの拡大、それらに伴うお客様の利用用途の多様化やデー

タ通信量の増加など、大きく変化している。 

 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任ある担

い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努めるとともに、

経営基盤の安定・強化を図りつつ、今後とも良質かつ安定的なユニバーサルサービスの

提供、災害やサイバーセキュリティへの脅威、データ通信量の増大に対応できる高度か

つ強靭な通信ネットワークの構築、大規模自然災害等の際の迅速な復旧等の取り組みを

通じて社会的インフラとしての信頼性を確保し、ネットワークのマイグレーションにつ

いても適切に対応していく。 

これに加え、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した新しいサービス・商品の提供

ならびにお客様にとって“使いやすい”、“より長くご利用いただける”料金メニューの

提供等を通じて、ブロードバンド環境の充実と光サービスの更なる利用層拡大に努め、

ＩＣＴ利活用による少子高齢・低炭素社会への対応や、働き方改革・生産性向上といっ

た我が国が直面する経済的、社会的諸課題等の解決に貢献することにより、豊かな社会

の実現や、その持続的な発展に貢献していく。 

 

平成３０年度の事業経営にあたっては、引き続き力強い経済成長が期待される中、こ

の基本的考え方に基づき、家庭や地域コミュニティにおける生活に密着したＩＣＴの新

たな利用シーンの創出、Ｗｉ－Ｆｉ等を活用したＩＣＴ利用環境の充実、ビジネスユー

ザ向けのサービス開発・提供等を通じて、光アクセスのより一層の普及拡大と利活用促

進に努めるとともに、ＮＧＮによるブロードバンドネットワーク環境の更なる高度化・

強靭化と普及を実現していく。 

また、このネットワーク基盤の上に、光ＩＰ電話や映像サービスはもとより、保守・

サポートまでも含めた幅広いサービスを提供することに加え、様々な業種の企業との更
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なる連携を進め、新しいサ－ビス創造も含めたお客様にとって付加価値が高く使い勝手

のよいサービスを開発・提供することにより、「身近な総合ＩＣＴ企業」として、お客

様や地域・コミュニティの安心・安全・便利に配慮した各種サービスを充実させ、一層

のお客様サービスの向上を図っていく。さらに当社は、光コラボレーションモデルによ

り、あらゆる分野のサービス提供事業者に世界最高水準のネットワークを基盤としたサ

ービスを適正かつ公平に提供し、多様な価値創造を下支えしていく。 

その一方、更なる経営の効率化を図り、経営基盤の安定・強化と、将来にわたっての

安定した事業の発展を期し、これら施策の成果をお客様、地域社会、更には持株会社を

通じてＮＴＴ株主の皆様に還元できるように努めていく。 

 

以上の考え方に立ち、今年度の事業経営を次の項目に重点を置き行うが、その遂行に

あたっては経営環境の変化に柔軟に即応しつつ弾力的な事業運営に努めていくことと

する。 
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１.音声伝送サービス 

(1) 加入電話 

加入電話については、移転を含め、すべての需要に即応することとしてお

り、平成３０年度末の加入数は、約８１２万加入となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

増   設 ▲６０万加入 

移   転  ９７万加入 

 

 (2) 福祉電話 

福祉社会の進展に伴い、電気通信サービスに対する福祉面での社会的要 

  請に応えるため、シルバーホン（あんしん、めいりょう、ひびき、ふれあ 

  い）等の福祉関係商品の提供を推進することとする。 

 

項   目 計 画 数 

シ
ル
バ
ー
ホ
ン 

あんしん ２０百個 

めいりょう   ０百個 
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(3) 公衆電話 

 公衆電話については、社会生活上の安全および戸外における最低限の通信

手段の確保を図りつつ、利用促進及び災害等緊急時に備え、設置場所の公開

など、利便性向上の取り組みに引き続き努める。なお、平成３０年度末の施

設数は、約６９千個となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

公衆電話 ▲１千個 

 

 

 (4) 総合ディジタル通信サービス 

 総合ディジタル通信サービスについては、平成３０年度末の回線数は、Ｉ

ＮＳネット６４が約９７８千回線、ＩＮＳネット１５００が約１２千回線と

なる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

ＩＮＳネット６４  ▲９０千回線 

ＩＮＳネット１５００   ▲１千回線 
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２.データ伝送サービス 

 拡大するブロードバンドサービスの需要に対応し、ひかり電話や映像等の光

ならではのサービスの訴求により光アクセスサービスの普及拡大に努めると

ともに、多様なサービスの提供に努めていく。なお、平成３０年度末のフレッ

ツ光契約数は、約１，１８７万契約となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

フレッツ光 ４０万契約 

            （光コラボレーションモデルを含む） 

 

 

３.専用サービス 

専用サービスについては、平成３０年度末の回線数は、一般専用サービスが

約１０１千回線、高速ディジタル伝送サービスが約４７千回線となる見込みで

ある。 

 

項   目 計 画 数 

一般専用サービス   ▲４千回線 

高速ディジタル伝送サービス   ▲４千回線 

 

 

４.電報サービス 

電報サービスについては、サービスの充実・業務の効率化を推進するため 

のシステム維持等を実施する。 
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５.電気通信施設の改良・高度化 

(1) アクセス網の光化 

アクセス網の光化については、ブロードバンドサービスの需要等に対応し

つつ、効率的に推進する。 

 

項   目 計 画 数 

加入者光ケーブル  １００万心Ｋｍ 

 

 

(2) 通信網 

通信網については、ブロードバンドサービス需要等に対応しつつ、サービ

スの高度化及びネットワークの効率化等を推進する。 

 

(3) 防災対策 

防災対策については、電気通信設備の災害対策、緊急通信の確保対策、 

  大規模災害等を考慮した危機管理・復旧体制の強化及び災害発生後の情報 

  流通支援への取り組み等、必要な対策を推進する。 

 

(4) 通信線路の地中化 

通信線路の地中化については、通信設備の信頼性の向上、安全で快適な 

  通行空間の確保、都市景観の向上等の観点から、行政、自治体、他企業と 

の連携を図りつつ推進する。 
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(5) 施設整備 

施設整備については、安定的かつ良好なサービスに向けて、ケーブルの 

取替等を実施し、お客様サービスの維持並びに作業の安全、社会環境との 

調和、通信システムの維持安定化を図る。 

また、電気通信施設の改良・高度化にあたっては、既存設備の徹底活用 

等によるコストの低廉化を推進する。 

 

 

６.研究開発の推進 

経営基盤の安定・強化を図り、お客さまに快適な通信サービスを提供する

ため、電気通信ネットワークの高度化を図るネットワークシステムやアクセ

スシステムの研究開発を推進する。また、電気通信ネットワークを通して、

お客様が安全で便利な情報通信サービスを自由に選択できるように、AI 技術

の活用、IoT プラットフォーム、セキュリティ等の研究開発や、電気通信ネッ

トワークを活用した付加価値事業等、新たな市場開拓に関する研究開発につ

いても推進する。 

 

以上の主要サービス計画及び設備投資計画の概要は別表のとおりである。 

 

 

 



別表－１

単　位

加　入　電　話

増　　設 万加入 ▲ 60

移　　転 万加入 97

百個 21

千個 ▲ 1

ＩＮＳネット６４ 千回線 ▲ 90

ＩＮＳネット１５００ 千回線 ▲ 1

データ伝送サービス

フレッツ光 万契約 40

千回線 ▲ 4

千回線 ▲ 4
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高速ディジタル伝送サービス

一 般 専 用 サ ー ビ ス

平成３０年度　主 要 サ ー ビ ス 計 画

音声伝送サービス

専 用 サ ー ビ ス

区　　　　　別 計　　画

福祉用電話（シルバーホン）

公　衆　電　話

総合ディジタル通信サービス

（光コラボレーションモデルを含む） 



別表－２

（単位：億円）

（注）

１． 2,280

（１） 1,200

（２） 150

（３） 専 用 920

（４） 電 報 10

２． 20

３． 200

合　　　　　計 2,500

（注）このうち、アクセス網の光化分は約９００億円である。
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サービスの拡充・改善

平成３０年度　設 備 投 資 計 画

区　　　　　別 所要見込額

音 声 伝 送

共 通 施 設 等

研 究 施 設

デ ー タ 伝 送



別添－１
　（添付資料）

（単位：億円）

16,000

音　声　伝　送　収　入 5,180

2,730

専　用　収　入 4,760

電　報　収　入 100

そ　の　他　の　営　業　収　入 3,230

30

計 16,030

14,100

業　務　運　営　費 11,030

租　税　公　課 740

減　価　償　却　費 2,330

30

計 14,130

1,900
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平成３０年度　収 支 計 画

区　　　　　別 金　　額

収 益 の 部

営 業 収 益

デ ー タ 伝 送 収 入

営 業 外 収 益

費 用 の 部

営 業 費 用

営 業 外 費 用

経 常 損 益



別添-２
（添付資料）

（単位：億円）

金　　額

資　金　収　入

営　業　的　収　入 17,770

営　業　収　入 17,740

営　業　外　収　入 30

資　本　的　収　入 0

長 期 借 入 金 及 び 社 債 0

そ の 他 の 資 本 的 収 入 0

預　り　消　費　税 1,220

前年度よりの繰越金 2,000

　　　　計 20,990

資　金　支　出

営　業　的　支　出 13,540

営　業　支　出 13,510

営　業　外　支　出 30

資　本　的　支　出 2,500

設　備　投　資 2,500

そ の 他 の 資 本 的 支 出 0

決　算　支　出 1,980

仮　払　消　費　税 900

翌 年 度 へ の 繰 越 金 2,070

　　計 20,990

区　　　　　　別

平成３０年度 資 金 計 画
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平成30年度 事業計画について 

平成30年3月1日 

東日本電信電話株式会社 



 平成30年度事業計画の基本的考え方 

1 

 一層のお客様サービスの向上を図るとともに、更なる経営の効率化を図り、経営基盤の安定・強化と、

将来にわたっての安定した事業の発展を期し、これら施策の成果をお客様、地域社会、更には持株

会社を通じてＮＴＴ株主の皆様に還元。 

 光アクセスのより一層の拡大・利活用促進を進め、ブロードバンドネットワーク環境の更なる高度化と普

及を実現していくとともに、光ＩＰ電話や映像サービスはもとより、保守・サポートまでも含めた幅広いサー

ビスを提供することに加え、様々な業種の企業との更なる連携を進め、お客様にとって付加価値が高く

使い勝手のよいサービスを開発・提供することにより、お客様サービスの向上を図っていく。また、光コラボ

レーションモデルにより、あらゆる分野のサービス提供事業者に世界最高水準のネットワークを基盤とし

たサービスを適正かつ公平に提供し、多様な価値創造を下支えしていく。 

 情報通信産業の責任ある担い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努

めるとともに、良質かつ安定的なユニバーサルサービスの提供、災害やサイバーセキュリティへの脅威、

データ通信量の増大に対応できる高度かつ強靭な通信ネットワークの構築、大規模自然災害等の際

の迅速な復旧等の取り組みを通じて社会的インフラとしての信頼性を確保し、ネットワークのマイグレー

ションについても適切に対応していく。これに加え、ＩＣＴ利活用による少子高齢化・生産性向上等、社

会的諸課題等の解決に貢献することにより、豊かな社会の実現や、その持続的な発展に貢献。 



2 

サービス計画・設備投資計画 

■サービス計画（純増数） 

※1：フレッツ光については光コラボレーションモデルを含む。 

※2：INSﾈｯﾄ1500はINSﾈｯﾄ64(10倍)換算した数値。 

■設備投資計画 

(単位：万契約) 

(単位：億円) 

項      目 
H29 

業績予想 
H30 
計画 対前年増減 

設備投資額 2,500 2,500 ±0 

項      目 
H29 

業績予想 
H30 
計画 対前年増減 

フレッツ光※1 30 40 +10 

固定電話（加入電話+ＩＳＤＮ※2） ▲70 ▲70 ±0 

フレッツ光 1,147 1,187 +40 

フレッツ光 485 420 ▲65 

コラボ光 663 768 +105 

＜参考＞年度末契約数 

※フレッツ光からコラボ光への転用数：H29業績予想90万、H30計画65万 



 収 支 計 画 

3 

(単位：億円) 

項      目 
H29 

業績予想 
H30 
計画 対前年増減額 

営 業 収 益 16,400 16,000 ▲400 

ＩＰ関連収入 8,700 8,600 ▲100 

音声伝送収入 3,680 3,400 ▲280 

その他（専用・受託等） 4,020 4,000 ▲20 

営 業 費 用  13,890 14,100 +210 

人 件 費 850 660 ▲190 

経 費 9,500 9,470 ▲30 

減価償却費等 3,540 3,970 +430 

営 業 利 益  2,510 1,900 ▲610 

営 業 外 損 益 80 0 ▲80 

経 常 利 益 2,590 1,900 ▲690 

特別損益 ▲610 0 +610 

営業利益＋特別損益 1,900 1,900 ±0 

＜参考＞ 

※ 

※サービス計画等の修正に伴い、一部数値を変更しております。 



 本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値及び将来の見通し

に関する記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて

行った判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされ、もしくは

算定されています。 

 また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその

記述を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされ、もし

くは算定したものです。 

 将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不

確定性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状

況変化等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォー

マンス及び成果は、本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値

及び将来の見通しに関する記述・言明と異なる可能性があります。 



 

 

 

 

   平成３０年３月 1日 

 

平成３０年度事業計画の認可申請について 

 

 

西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）は、平成３０年度事業計画に 

ついて、本日、次のとおり総務大臣に認可申請を行いました。 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 
 

経営企画部 経営管理部門 
 ＴＥＬ：０６－４７９３－３５２１    



 － － 1 

情報通信は、ＡＩ、ビッグデータ、ＩｏＴ等の進展による新たなＩＣＴ社会の形成を通じて、

社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上、地方創生等に大きく貢献することが

期待されており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところである。 

また、情報通信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートデバイスやソーシ

ャルメディア等の普及により、ニーズや利用形態の高度化・多様化が更に進み、ビッグデータ、

ＩｏＴの活用、プラットフォーム型サービスやクラウドサービスの拡大など、市場構造の変化

が進展している。地域通信市場においては、光アクセスやＣＡＴＶを利用したブロードバンド

サービスのキャリア間競争に加え、モバイルの高速化によるサービス間競争が進み、固定と移

動、通信と放送、更には、多様な無線端末の活用によるサービスの融合が進展するなど、大き

く変化してきている。 

  

ＮＴＴ西日本はこのような厳しくかつ激変する事業環境の中、良質かつ安定的なユニバーサ

ルサービスの提供に努め、ネットワークのＩＰ化への円滑なマイグレーションの推進、ＩＣＴ

基盤となる光アクセス網の充実、公正な電気通信市場形成への寄与、応用的研究開発の推進等、

電気通信における信頼性・公共性の確保などに努めていく。 

また、現行法の枠組みの下で公正競争条件の厳格な確保、及びコンプライアンスの徹底に努

めつつ、“光”の特性を活かしたオープンな次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の提供やＷｉ－Ｆｉ

プラットフォーム等の拡充により、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも

何にでも”つながるブロードバンドネットワーク環境を実現するとともに、お客様の“利用形

態に合わせた多彩なサービス”の提供等、光サービスの利用拡大を通じてＩＣＴを活用しなが

ら新たなライフスタイルの創造や課題解決を図り、便利で豊かな社会の実現に貢献していく。  

 

 平成３０年度の事業経営にあたっては、この基本的な考え方に基づき、ブロードバンドサー

ビスにおいて、より快適で安心・安全な次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の提供を進め、光アク

セスラインを利用したひかり電話や、映像配信サービス、ビジネス向けサービスの展開、更に

は多様なサービス提供事業者への光コラボレーションモデルの適正かつ公平な提供やアライア

ンスの推進による新たなサービスの創造により、お客様の利便性向上に努める。また、地域密

着型の営業活動を通じて、お客様のご意見・ご要望等へ的確かつ迅速な対応を行い、社会の抱

える課題解決に向けたＩＣＴソリューション提案の推進、サービス・品質の向上に努め、地域

の発展に貢献する。 

 あわせて、社会的なインフラの提供を担う事業者として、ブロードバンドアクセスやひかり

電話などサービスの安定的提供の確保、設備事故の未然防止、大規模災害を想定した設備対策

の強化、および災害等有事の際の復旧や被災者及び関係者への多様な通信手段の提供等におけ

る、グループ総力を挙げた活動を通じてお客様の信頼にお応えするなど、安心・安全な社会の

実現に貢献する。また、一層の経営の効率化に努め、経営基盤の安定・強化を図る。 

 さらには、接続の円滑化とネットワークのオープン性の確保に向けた取組み、人材の育成、

グループ企業とも連携した新規事業の展開、環境負荷軽減への貢献などを積極的に推進するこ

とにより、将来にわたって安定した事業の発展を期するとともに、これらの施策の成果をお客

様、地域社会、また持株会社を通じて株主の皆様に還元できるように努めることとする。 

 

 平成３０年度においては、音声を中心とした収入の減は続くものの、以上の考え方に立ち、

次の項目に重点をおいて事業経営を行うこととし、その遂行にあたっては経営環境の変化に即

応しつつ弾力的に行っていく。  

 



 － － 2 

１.音声伝送サービス 

(1) 加入電話 

加入電話については、移転を含め、すべての需要に即応することとして 

  おり、平成３０年度末の加入数は、約８１８万加入となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

増   設 ▲６５万加入 

移   転  ９０万加入 

  

 (2) 福祉電話 

福祉社会の進展に伴い、電気通信サービスに対する福祉面での社会的要 

  請に応えるため、シルバーホン（あんしん、めいりょう、ひびき、ふれあ 

  い）等の福祉関係商品の提供を推進することとする。 

 

項   目 計 画 数 

シ
ル
バ
ー
ホ
ン 

あんしん ２８百個 

めいりょう １百個 
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 (3) 公衆電話 

   公衆電話については、社会生活上の安全及び戸外における最低限の通信手 

段の観点から設置している公衆電話を維持しつつ、ご利用の少ない公衆電話 

の見直しを進めることとする。また、車いす利用者用公衆電話ボックスの継

続的な維持など、福祉サービスの提供に努める。なお、平成３０年度末の施

設数は、約８５千個となる見込みである。 

 

 

項   目 計 画 数 

公 衆 電 話 ▲２千個 

 

 (4) 総合ディジタル通信サービス 

    総合ディジタル通信サービスについての平成３０年度末の回線数は、 

ＩＮＳネット６４が約９７８千回線、ＩＮＳネット１５００が、 

約７千回線となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

ＩＮＳネット６４ ▲９０千回線 

ＩＮＳネット１５００   ▲１千回線 
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２.データ伝送サービス 

  拡大するブロードバンドサービスの需要に対応し、“光”を中心としたアクセ

スサービスの充実、及び多彩なサービスの提供に努める。なお、平成３０年

度末のフレッツ光契約数は、約９２４万契約となる見込みである。 

 

項   目 計 画 数 

フレッツ光 ２０万契約 

（光コラボレーションモデルを含む） 

 

３.専用サービス 

   専用サービスについては、平成３０年度末の回線数は、一般専用サービスが 

約１１０千回線、高速ディジタル伝送サービスが約４７千回線となる見込み 

である。 

 

項   目 計 画 数 

一般専用サービス ▲３千回線 

高速ディジタル伝送サービス ▲３千回線 

 

 

４.電報サービス 

電報サービスについては、サービスの充実・業務の効率化を推進するための 

 システム維持等を実施する。 
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５.電気通信施設の改良・高度化 

(1) アクセス網の光化 

  アクセス網の光化については、ブロードバンドサービスの通信需要等に 

あわせ、効率的に推進する。 

 

項   目 計 画 数 

加入者光ケーブル ５５万心Ｋｍ 

 

(2) 通信網 

   通信網については、ブロードバンドサービスの通信需要等に対応しつつ、 

サービスの高度化及びネットワークの経済化・効率化等を推進する。 

  

 (3) 防災対策 

防災対策については、電気通信設備の災害対策、緊急通信の確保対策、 

  大規模災害等を考慮した危機管理・復旧体制の強化及び災害発生後の情報 

  流通支援等、必要な対策を推進する。 

 

  (4) 通信線路の地中化 

通信線路の地中化については、通信設備の信頼性の向上、安全で快適な 

  通行空間の確保、都市景観の向上等の観点から、行政、自治体、他企業と 

  の連携を図りつつ推進する。 
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 (5) 施設整備 

施設整備については、安定的かつ良好なサービス提供に必要なケーブルの

取替等を実施し、お客様サービスの維持並びに作業の安全、社会環境との 

  調和、通信システムの維持安定化を図る。  

                            

  また、電気通信施設の改良・高度化にあたっては、既存設備の徹底活用等に 

  よるコストの低廉化を推進する。 

 

６. 研究開発の推進 

  ＩＣＴやＩｏＴ技術を活用した社会の課題解決に向け、以下３項目を柱とし

た技術領域の試験研究施策を推進する。 

  

(1) ＩｏＴ向けのネットワーク技術およびＡＩ技術の活用に向けた検討 

 

(2) 低コストでの高速・大容量ネットワークの実現、オペレーション業務の高

度化・効率化の実現、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行実現に向けた検討 

 

(3) 多様化するユーザ環境の変化に対応し、データとデバイスの活用を促進す

るセキュリティ対策技術の確立、および新たな脅威への対策高度化の検討 

 

 

以上の主要サービス計画及び設備投資計画の概要は別表のとおりである。 



別表-１

平 成 ３０ 年 度 主 要 サ ー ビ ス 計 画

音声伝送サービス

加　入　電　話

増　　設 万加入 ▲65

移　　転 万加入 90

福祉用電話（シルバーホン） 百個 29

公　衆　電　話 千個 ▲2

総合ディジタル通信サービス

ＩＮＳネット６４ 千回線 ▲90

ＩＮＳネット１５００ 千回線 ▲1

データ伝送サービス

フレッツ光 万契約 20

専用サービス

一般専用サービス 千回線 ▲3

高速ディジタル伝送サービス 千回線 ▲3

区　　   別 単  位 計　　画

（光コラボレーションモデルを含む） 

－7－



別表-２

（単位：億円）

１．サービスの拡充・改善 　 2,310

(1)音　声　伝　送 　 1,440

(2)デ ー タ　伝　送 　 120

(3)専　　　用 740

(4)電　　　報 10

２．研 　究　  施　 設 　 20

３．共　通　施　設　等 　 170

　　合　　　　計 　 2,500

（注）このうち、アクセス網の光化分は約710億円である。

項　　目 所要見込額

平 成 ３０　年 度 設 備 投 資 計 画

（注） （注） 

－8－



別添-１

（添付資料）

平 成 ３０ 年 度 収 支 計 画

（単位：億円）

収　益　の　部

営　業　収　益 13,890

音 声 伝 送 収 入 4,990

デ ー タ 伝 送 収 入 1,970

専　用　収　入 4,070

電　報　収　入 100

そ の 他 の 営 業 収 入 2,760

営　業　外　収　益 40

　　計 13,930

費　用　の　部

営　業　費　用 12,890

業　務　運　営　費 10,120

租　税　公　課 660

減　価　償　却　費 2,110

営　業　外　費　用 80

　　計 12,970

区　　別 金　　額

経　　常　　損　　益 960

－9－



別添-２

（添付資料）

平 成 ３０ 年 度 資 金 計 画

（単位：億円）

資　金　収　入

営　業　的　収　入 15,130
営　業　収　入 15,090
営　業　外　収　入 40

資　本　的　収　入 750
長 期 借 入 金 及 び 社 債 0
そ の 他 の 資 本 的 収 入 750

預　り　消　費　税  1,090
前 年 度 よ り の 繰 越 金 50

　　　　計 17,020

資　金　支　出

営　業　的　支　出 11,900
営　業　支　出 11,820
営　業　外　支　出 80

資　本　的　支　出 3,250
設　備　投　資 2,500
そ の 他 の 資 本 的 支 出 750

決　算　支　出 960
仮　払　消　費　税 860
翌 年 度 へ の 繰 越 金 50

　　　　計 17,020

区　　別 金　　額

－10－
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平 成 ３ ０ 年 ３ 月 １ 日 

西日本電信電話株式会社 

平成３０年度 事業計画について 
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平成３０年度の取組みについて 

 情報通信市場は、ブロードバンド化の進展やスマートデバイス・ソーシャルメディア等の普及による 
利用形態の多様化が更に進むとともに、ＡＩ、ビッグデータ、ＩｏＴの活用などもあり、市場構造が急速
に変化してきている。 
 

 ＮＴＴ西日本は、“光”の特性を活かしたオープンなネットワークの提供やＷｉ－Fiプラットフォーム等の
拡充により、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも何にでも”つながるネットワーク
環境を実現するとともに、ＩＣＴを活用しながら光サービスの利用拡大を通じて新たなライフスタイルの
創造や課題解決を図り、便利で豊かな社会の実現に貢献していく。  

  
 平成３０年度の事業経営にあたっては、ビジネス向けサービスの展開や光コラボレーションモデルの
提供及びアライアンスの推進による新たなサービスの創造により、お客様の利便性向上に努めると 
ともに、地域密着型の営業活動を通じて、社会の抱える課題解決に向けたＩＣＴソリューション提案
の推進、サービス・品質の向上に努め、地域の発展に貢献する。 
あわせて、サービスの安定的提供の確保、設備事故の未然防止、大規模災害を想定した設備対
策の強化、災害等有事の際の復旧や被災者及び関係者への多様な通信手段の提供等により、
安心・安全な社会の実現に貢献する。 
 

 上記取組みにより安定した事業の発展を期するとともに、これらの施策の成果をお客様、地域社
会、また持株会社を通じて株主の皆様に還元できるように努めることとする。 
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サービス計画 （純増数） 

※1 前回公表から一部数値を修正している。 

※2 ISDNについては、INSﾈｯﾄ64とINSﾈｯﾄ1500の合算値。 （INSﾈｯﾄ1500はINSﾈｯﾄ64(10倍)換算している） 

項 目  単位 
Ｈ２９ 

  業績予想※1 

Ｈ３０ 

計 画 対前年増減 

 フレッツ光 
 （光コラボレーションモデルを含む） 

万契約 16 20 ＋4 

 固定電話（加入電話+ＩＳＤＮ  ） 万加入 ▲75 ▲75 0 

項 目  単位 
Ｈ２９ 

業績予想 

Ｈ３０ 

計 画 対前年増減 

 設備投資額 億円 2,600 2,500 ▲100 

設備投資計画 

※2 

フレッツ光 万契約 904 924 ＋20 

フレッツ光 万契約 446 371 ▲75 

コラボ光※3 万契約 458 553 ＋95 

固定電話（加入電話+ISDN※2） 万加入 998 923 ▲75 

＜参考＞年度末契約数 

※3 フレッツ光からコラボ光への転用数は、平成29年度:83万回線、平成30年度:60万回線を計画している。 

サービス計画 ・ 設備投資計画 
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収支計画 
（単位：億円） 

項  目 
Ｈ２９ 

業績予想※ 
Ｈ３０ 
計 画 対前年増減 

営業収益 14,320  13,890 ▲430 

ＩＰ系収入 6,880 6,780 ▲100 

音声伝送収入（ＩＰ系除く） 3,670 3,370 ▲300 

その他（専用、附帯事業 等） 3,770 3,740 ▲30 

営業費用  12,680 12,890 ＋210 

人件費 740 600 ▲140 

経費 8,680 8,560 ▲120 

減価償却費 等 3,260 3,730 ＋470 

営業利益  1,640  1,000 ▲640 

営業外損益 ▲50 ▲40 ＋10 

経常利益 1,590 960 ▲630 

特別損益 ▲640    ー ＋640 

営業利益＋特別損益 1,000 1,000 0 

＜参考＞ 

※サービス計画の修正等に伴い、一部数値を修正している。 
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 本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する

記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・

事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。 
 

 また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行う

ために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。 
 

 将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不

確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可

能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本

説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異

なる可能性があります。 


	20180228_東証頭紙
	持株
	東
	西
	01_リリース表紙_H30年度版
	02_平成30年度事業計画書_180213
	03_平成30年度別表・別添資料_180219_総務省回答後1
	03_平成30年度別表・別添資料_180219_総務省回答後2
	03_平成30年度別表・別添資料_180219_総務省回答後3
	03_平成30年度別表・別添資料_180219_総務省回答後4
	04_H30年度認可プレゼン_180220


